




経済研究所 / Institute of Developing






















































































































































YEAR 財 サービス （Bil. RMB） 財 サービス （Bil. RMB）
1978 9437 763 17.2 11201 1169 20.8 1.6836
1979 13658 1388 23.4 16212 1630 27.7 1.5550
1980 18492 1897 30.6 22049 2091 36.2 1.4984
1981 22027 2403 41.6 21047 2512 40.2 1.7045
1982 21125 2512 44.7 16876 2024 35.8 1.8925
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
2004 593393 62434 5428.1 534410 72133 5020.2 8.2768
2005 762484 74404 6855.5 628295 83795 5833.2 8.1917
2006 969682 91999 8463.5 751936 100833 6798.1 7.9718
2007 1220000 122206 10206.1 904618 130111 7868.1 7.6040
2008 1434601 147112 10985.2 1073919 158924 8562.2 6.9451















1978 -3.7 -1.1 220%
1979 -4.3 -2.0 117%
1980 -5.6 -1.5 282%
1981 1.485 1.710 -13.2%
1982 8.965 9.100 -1.5%
1983 4.890 5.080 -3.7%
1984 -0.074 0.130 -42.9%
1985 -37.0 -36.7 0.7%
1986 -26.2 -25.5 2.7%
1987 1.083 1.080 0.3%
1988 -15.1 -15.1 0.0%
1989 -18.6 -18.6 -0.1%
1990 51.0 51.0 0.0%
1991 61.8 61.8 0.0%
1992 27.6 27.6 0.0%
1993 -66.2 -68.0 -2.5%
1994 65.6 63.4 3.4%
1995 99.9 99.9 0.0%
1996 145.9 145.9 0.0%
1997 355.0 355.0 0.0%
1998 362.9 362.9 0.0%
1999 253.7 253.7 0.0%
2000 239.0 239.0 0.0%
2001 232.5 232.5 0.0%
2002 309.4 309.4 0.0%
2003 298.6 298.6 0.0%
2004 407.9 407.9 0.0%
2005 1022.3 1022.3 0.0%
2006 1665.4 1665.4 0.0%
2007 2338.1 2338.1 0.0%
2008 2422.9 2413.5 0.4%
（誤差率）年
 




















表２－３ GDP 需要項目・名目系列（部分） 
 
YEAR GDEV 民間家計消費 政府消費
総固定資
本形成 在庫増減 輸出 輸入 誤差
1978 360.6 175.9 48.0 107.4 30.4 17.2 20.8 2.513
1979 409.3 201.2 62.2 115.3 32.6 23.4 27.7 2.348
・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・
2006 22165.1 8047.7 3011.8 9015.1 425.1 8463.5 6798.1 -0.006
2007 26309.4 9360.3 3519.1 10543.6 548.4 10206.1 7868.1 -0.002










鎖指数として与えられるが、これを 2000 年基準に変換して使用する。 
例えば、公表されている CPI は 1990 年以降の「対前年比」データである。従って
2000 年基準の指数は、2000 年を１とし、前年比データで前後に延長することによって
1989 年以降のデータが揃えられることになる。また、1988 年以前については前バージ
ョンの CPI 変化率で遡及推計する。 












1990 103.1 103.100 0.49877
1991 103.4 106.605 0.51573
1992 106.4 113.428 0.54874
1993 114.7 130.102 0.62940
1994 124.1 161.457 0.78109
1995 117.1 189.066 0.91465
1996 108.3 204.758 0.99057
1997 102.8 210.491 1.01830
1998 99.2 208.808 1.01016
1999 98.6 205.884 0.99602
2000 100.4 206.708 1.00000
2001 100.7 208.155 1.00700
2002 99.2 206.489 0.99894
2003 101.2 208.967 1.01093
2004 103.9 217.117 1.05036
2005 101.8 221.025 1.06926
2006 101.5 224.341 1.08530
2007 104.8 235.109 1.13740
2008 105.9 248.980 1.24125  

























考慮している。なお、同研究会では目的のデータは 1986 年以降のみが提供可能である。 
 




計する。例えば、D 列の 1985 年（0.401779）は、B 列の 1986 年値（0.403658）を同年






基準年比 アジ研 アジ研 SIC 変化率
（米ドル建て） （前年比）
（E) (A) （B=A*E) (C) (D= B & C) (B+D)
1978 1.6836 60.63 0.335074 0.335074
1979 1.5550 71.13 1.173182 0.393102 0.393102
1980 1.4984 84.78 1.191902 0.468540 0.468540
1981 1.7045 85.69 1.010734 0.473569 0.473569
1982 1.8925 80.31 0.937216 0.443836 0.443836
1983 1.9757 76.18 0.948574 0.421011 0.421011
1984 2.3200 76.26 1.001050 0.421454 0.421454
1985 2.9366 72.70 0.953318 0.401779 0.401779
1986 3.4528 0.41709 0.967807 0.403658 73.04 1.004677 0.403658
1987 3.7221 0.44962 1.004746 0.451750 82.71 0.451750
・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・
1999 8.2783 0.99999 1.004731 1.004719 1.004719
2000 8.2784 1.00000 1.000000 1.000000 1.000000
2001 8.2770 0.99983 0.996845 0.996676 0.996676
・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・





















されてもいる）名目 GDE との比率を GDE デフレーターと定義する。 
 
（名目値）  （デフレーター） 
民間家計消費  消費者物価指数 
政府消費  消費者物価指数 
総固定資本形成 固定資本投資価格指数 




実質 GDE の公表値は存在しないため、ここで定義した実質 GDE と、公表されている
実質 GDP との差額を「統計上の不突合（実質）」と定義する。表２－６に不突合の対









表２－６ 「統計上の不突合」の対 GDP 比（％） 
 
名目 実質 名目 実質
1978 1.1 -16.3 1994 -4.2 1.4
1979 -0.7 -19.8 1995 -4.0 -0.1
1980 -1.0 -21.3 1996 -4.2 -0.2
1981 -2.4 -18.9 1997 -3.4 2.4
1982 -5.0 -14.0 1998 -2.5 1.5
1983 -4.2 -13.8 1999 -1.6 1.8
1984 -2.1 -13.1 2000 0.5 0.5
1985 -0.7 -10.0 2001 0.6 -1.1
1986 -2.3 -6.6 2002 0.0 -3.3
1987 -1.8 -4.5 2003 -0.4 -6.0
1988 -2.3 -3.3 2004 -0.3 -10.6
1989 -1.9 -0.2 2005 -3.0 -15.4
1990 -3.6 -2.7 2006 -4.6 -19.3
1991 -3.7 -3.6 2007 -2.2 -22.1
1992 -2.4 -0.2 2008 -2.1 -23.0
1993 -4.5 2.0  
   （出所）筆者作成 
 
（５）国内総生産統計（供給側 GDP） 
 中国の統計では、生産側の国民経済計算統計は名目値・実質値ともに 1978 年以降の
データが公表されている。しかし、実質値については基準年が頻繁に変更されており、
例えば 1978 年～1980 年は 1970 年基準、1980 年～1990 年は 1980 年基準と、重なる年






表２－７に示すのは 1990 年基準の 10 年間と 2000 年基準の 5 年間、2005 年基準の 3
年間の GDP（総額）を接続する手順である。1999 年の値は 1990 年基準での対前年比
(1.084313)で2000年基準の2000年値を割ることで得られ、1998年以前はその値を次々
に対前年比で割っていく。一方 2006 年値は、2005 年基準での対前年比に 2000 年基準












1990 18547.9 36778.5 36778.5 1990
1991 20250.4 1.091789 40154.4 40154.4 1991
1992 23134.2 1.142407 45872.7 45872.7 1992
1993 26364.7 1.139643 52278.5 52278.5 1993
1994 29813.4 1.130807 59116.9 59116.9 1994
1995 33070.5 1.109250 65575.4 65575.4 1995
1996 36380.4 1.100085 72138.5 72138.5 1996
1997 39762.7 1.092970 78845.2 78845.2 1997
1998 42877.4 1.078333 85021.4 85021.4 1998
1999 46144.6 1.076198 91499.9 91499.9 1999
2000 50035.2 1.084313
　2000年基準
2000 99214.6 99214.6 2000
2001 107449.7 107449.7 2001
2002 117208.3 117208.3 2002
2003 128958.9 128958.9 2003
2004 141964.5 141964.5 2004
2005 156775.3 156775.3 2005
　2005年基準
2005 183217.4 延長
2006 204556.1 1.116466 175034.3 175034.3 2006
2007 231228.4 1.130391 197857.3 197857.3 2007  
  （出所）筆者作成 
 


















必要がある。第 t 期の資本ストック量（K(t)）は以下のように定義される。 
 
   K(t) = (1 – δ) * K(t-1) + I(t-1), t = 0, 1, 2, … 
 
 ただし、K(t): t 期の資本ストック 
   I : 投資フロー 





























スに追加する系列はわずかに 2 系列で済むことになる。 
                                                   































































































































取引額 (%) 取引額 (%)
全体 -8834 91999 100.0% 100833 100.0%
運輸 -13354 21015 22.8% 34369 34.1%
旅行 9627 33949 36.9% 24322 24.1%
通信 -26 738 0.8% 764 0.8%
建築 703 2753 3.0% 2050 2.0%
保健 -8283 548 0.6% 8831 8.8%
金融 -746 145 0.2% 891 0.9%
情報等 1219 2958 3.2% 1739 1.7%
特許使用料 -6430 205 0.2% 6634 6.6%
コンサル -555 7834 8.5% 8389 8.3%
宣伝・広告 490 1445 1.6% 955 0.9%
映画・AV 16 137 0.1% 121 0.1%
その他商業サービス 8432 19693 21.4% 11261 11.2%
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